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Ⅰ. 平成 22 年度決算の概況 
1. 損益概況 

33,746 34,123 △ 377
31,846 31,660 186
33,467 33,871 △ 404
31,568 31,408 159

資 金 利 益 30,409 30,416 △ 7
役 務 取 引 等 利 益 1,162 1,000 162
そ の 他 業 務 利 益 1,895 2,454 △ 559
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ） 1,899 2,463 △ 564

278 251 26
278 251 26

資 金 利 益 118 124 △ 6
役 務 取 引 等 利 益 52 43 9
そ の 他 業 務 利 益 107 82 24
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ） ― ― ―

(△) 21,966 20,981 985
人 件 費 (△) 11,815 11,164 651
物 件 費 (△) 9,186 8,800 386
税 金 (△) 964 1,016 △ 51

11,779 13,142 △ 1,362
除く国債等債券損益（５勘定尻） 9,880 10,678 △ 798

(△) ― 102 △ 102
11,779 13,040 △ 1,260

うち国債等債券損益（５勘定尻） 1,899 2,463 △ 564
△ 4,529 △ 4,608 78

(△) 2,061 4,132 △ 2,071
貸 出 金 償 却 (△) 31 3 27
個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額 (△) ― 2,863 △ 2,863
偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 等 (△) 319 317 2
バ ル ク セ ー ル 売 却 損 (△) 1,624 863 760
債 権 放 棄 (△) 85 83 2
そ の 他 の 債 権 売 却 損 等 (△) ― ― ―
（貸倒償却引当費用①＋②） 2,061 4,234 △ 2,173

△ 2,130 109 △ 2,240
株 式 等 売 却 益 238 617 △ 378
株 式 等 売 却 損 (△) 550 167 382
株 式 等 償 却 (△) 1,819 340 1,479

7,249 8,431 △ 1,182
423 △ 200 624
△ 69 △ 203 134

固 定 資 産 処 分 益 ― ― ―
固 定 資 産 処 分 損 (△) 69 203 △ 134

③ 549 ― 549
④ 0 2 △ 2

7,672 8,230 △ 558
(△) 43 47 △ 3
(△) 3,382 3,550 △ 168
(△) 3,426 3,597 △ 171

4,246 4,632 △ 386

1,511 4,232 △ 2,720実 質 与 信 費 用 ① ＋ ② － ③ － ④

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

【単　体】  （単位:百万円）
平成23年3月期 平成22年3月期 増　　　減

業 務 粗 利 益
(除く国債等債券損益（５勘定尻））
国 内 業 務 粗 利 益
(除く国債等債券損益（５勘定尻））

国 際 業 務 粗 利 益
(除く国債等債券損益（５勘定尻））

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
業 務 純 益

臨 時 損 益
② 不 良 債 権 処 理 額

株 式 等 関 係 損 益

経 常 利 益
特 別 損 益
う ち 固 定 資 産 処 分 損 益

償 却 債 権 取 立 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計

(注)1.当期において貸倒引当金戻入益（うち一般貸倒引当金戻入益 1,529 百万円、個別貸倒引当金純繰入額 
   980 百万円）を特別損益に計上しております。 

2.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。増減は円単位で算出し百万円未満を切り 
    捨てて表示しております。 
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34,272 34,689 △ 417
30,574 30,601 △ 26
1,222 1,074 147
2,474 3,013 △ 538

(△) 22,817 21,925 892
① (△) 2,181 4,672 △ 2,491

(△) 38 16 21
(△) ― 3,162 △ 3,162
(△) ― 95 △ 95
(△) 2,142 1,398 744

△ 2,130 109 △ 2,240
267 241 25
7,409 8,443 △ 1,033
269 △ 200 469

② 395 ― 395
③ 0 3 △ 2

7,678 8,242 △ 563
(△) 46 48 △ 2
(△) 3,357 3,653 △ 296
(△) 3,403 3,702 △ 298
(△) 6 △ 71 77

4,268 4,611 △ 342

1,784 4,669 △ 2,884

少 数 株 主 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

法 人 税 等 合 計

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
償 却 債 権 取 立 益

営 業 経 費

株 式 等 関 係 損 益

経 常 利 益
特 別 損 益

貸 出 金 償 却
個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

平成23年3月期 平成22年3月期 増　　　減

（単位:百万円）

実 質 与 信 費 用 ① － ② － ③

そ の 他

そ の 他

連 結 粗 利 益
資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
そ の 他 業 務 利 益

貸 倒 償 却 引 当 費 用

【連　結】   

 (注)1.当中間期において貸倒引当金戻入益（うち一般貸倒引当金戻入益 1,532 百万円、個別貸倒引当 
金純繰入額 1,136 百万円）を特別損益に計上しております。 
2.連結粗利益 ＝(資金運用収益－資金調達費用）+（役務取引等収益－役務等取引費用） 
+（その他業務収益－その他業務費用） 
3.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。増減は円単位で算出し百万円未満を 
切り捨てて表示しております。 

 

4社 4社 ―
（連結対象会社数）
連 結 子 会 社 数

 
 
 

2. 業務純益 

平成23年3月期 平成22年3月期 増 減

(百万円) 11,779 13,142 △ 1,362

職 員 1 人 当 た り (千円） 8,301 9,334 △ 1,032

(百万円) 11,779 13,040 △ 1,260

職 員 1 人 当 た り (千円） 8,301 9,261 △ 960

【単　体】

実 質 業 務 純 益

業 務 純 益

 (注)実質業務純益は一般貸倒引当金繰入前の業務純益です。職員 1人当たり(実質)業務純益は出向者 
     を除く平均人員で算出しています。 



東日本銀行 

 3

3. 利回・利鞘 
(単位:%)

平成23年3月期 平成22年3月期 増 減

A 1.97 2.06 △ 0.09

2.35 2.39 △ 0.04

0.89 1.00 △ 0.11

0.20 0.28 △ 0.08

0.17 0.26 △ 0.09

1.36 1.31 0.05

B 1.55 1.59 △ 0.04

0.81 0.81 ―

A-B 0.41 0.47 △ 0.06

(単位:%)

平成23年3月期 平成22年3月期 増 減

A 1.97 2.07 △ 0.10

2.34 2.39 △ 0.05

0.85 0.97 △ 0.12

0.20 0.29 △ 0.09

0.17 0.26 △ 0.09

1.37 1.32 0.05

B 1.56 1.60 △ 0.04

0.79 0.80 △ 0.01

A-B 0.40 0.46 △ 0.06

経 費 率

資 金 調 達 利 回

有 価 証 券 利 回

資 金 運 用 利 回

預 貸 金 利 鞘

総 資 金 利 鞘

貸 出 金 利 回

有 価 証 券 利 回

預 金 利 回

資 金 調 達 原 価

資 金 調 達 利 回

【単  体】国内

総 資 金 利 鞘

【単  体】全店

預 金 利 回

経 費 率

資 金 調 達 原 価

預 貸 金 利 鞘

資 金 運 用 利 回

貸 出 金 利 回

 
 
 
 

4. ROE 
【単  体】 (単位:%)

平成23年3月期 平成22年3月期 増 減

13.44 15.75 △ 2.31

4.76 5.37 △ 0.61

実質業務純益ベース

当期純利益ベース
 

 

実質業務純益(当期純利益）－ 優先株式配当金総額

{(期首純資産残高－期首発行済優先株式数×発行価額)＋(期末純資産残高－期末発行済優先株式数×発行価額)}÷2
×100ROE=

 



東日本銀行 

 4

5. ROA 
【単  体】 (単位:%)

平成23年3月期 平成22年3月期 増 減

0.67 0.76 △ 0.09

0.24 0.26 △ 0.02

実質業務純益（当期純利益）

総資産平均残高－支払承諾見返平均残高

実質業務純益ベース

当期純利益ベース

ROA= ×100
 

 
 
 

6. OHR 
【単  体】 (単位:%)

平成23年3月期 平成22年3月期 増 減

65.09 61.48 3.61

経費

業務粗利益

O        H         R

×100OHR=
 

 
 
 

7. 有価証券関係損益 
①国債等債券損益

(単位:百万円)
平成23年3月期 平成22年3月期 増 減

1,899 2,463 △ 564

2,149 2,489 △ 339

― ― ―

223 ― 223

― ― ―

26 25 0

②株式等損益
(単位:百万円)

平成23年3月期 平成22年3月期 増 減

△ 2,130 109 △ 2,240

238 617 △ 378

550 167 382

1,819 340 1,479

【単  体】

株 式 等 損 益 (3 勘 定 尻 )

売 却 益

国債等債券損益(5勘定尻)

売 却 益

償 還 益

売 却 損

償 却

売 却 損

償 還 損

償 却

【単  体】
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8. 有価証券評価損益 
【単 体】 
①満期保有目的の債券 
該当ございません。 
 
②その他有価証券 

22年3月末比

3,202 482 7,635 4,433 2,719 7,575 4,855

23 1,181 943 920 △ 1,157 825 1,983
債券 5,776 △ 715 6,650 874 6,491 6,654 162
国債 4,302 △ 769 4,470 167 5,072 5,178 106
地方債 △ 163 △ 317 259 423 153 156 3
社債 1,637 371 1,920 283 1,265 1,318 52

△ 2,597 16 40 2,638 △ 2,613 95 2,709
外国債券 △ 2,038 337 5 2,043 △ 2,376 3 2,380

その他

評価益
評価損益

株式

その他有価証券で時価
のあるもの

評価損
評価損益

評価益評価損

平成22年3月末
(単位：百万円)

平成23年3月末

(注)当期末において保有する変動利付国債の時価については、「金融資産の時価の算定に関する実務上 
  の取扱い」(企業会計基準委員会実務対応報告第 25 号平成 20 年 10 月 28 日)を踏まえ、合理的に算定
された公正な評価額によっております。これにより、日本証券業協会公表の公社債店頭売買参考統計
値により評価した場合に比べ「有価証券」は 5,155 百万円増加、「繰延税金資産」は 2,093 百万円減
少、「その他有価証券評価差額金」は 3,062 百万円増加しております。 
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9. 自己資本比率(国内基準、速報値) 
【単　体】 （単位：百万円)

Tier Ⅰ 比 率

【連　結】 （単位：百万円)

Tier Ⅰ 比 率

(注)基本的項目(TierⅠ)の増減△17,409百万円のうち、平成23年3月11日に公的資金を完済し
たことにより、20,097百万円が減少しています。

63,19560,599 △ 2,596

80,906 98,316

9.67% 11.41% △ 1.74%
(注)基本的項目(TierⅠ)の増減△17,438百万円のうち、平成23年3月11日に公的資金を完済し
たことにより、20,097百万円が減少しています。

自 己 資 本 比 率

20,274

―

20,228

―

45

―

118,863

1,041,105

973,565

4,344

△ 17,390

7,710

10,732

△ 426

増 減

△ 17,438

48

―

△ 1.73%

平 成 22 年 3 月 末

98,640

20,223

―

9.47%

1,048,815

984,298

3,918

平 成 23 年 3 月 末

81,201

20,271

―

101,473

7.74%

リスクアセット等

基本的項目(TierⅠ)

補完的項目(TierⅡ)

控 除 項 目

自 己 資 本 額

オンバランス項目

オフバランス項目

基本的項目(TierⅠ)

オペレーショナルリスク

オフバランス項目

自 己 資 本 比 率

補完的項目(TierⅡ)

控 除 項 目

自 己 資 本 額

リスクアセット等

オンバランス項目

オペレーショナルリスク

101,180

1,049,249

983,651

△ 17,364118,545

7,229

10,364973,287

1,042,019

9.43% △ 1.72%

平 成 23 年 3 月 末 平 成 22 年 3 月 末

△ 17,409

増 減

7.71%

△ 426

9.64% 11.37% △ 1.73%

3,918 4,344

61,680 64,388 △ 2,708
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Ⅱ. 貸出金等の状況 
1. リスク管理債権の状況 
【単　体】

①リスク管理債権の残高 (単位：百万円)

破 綻 先 債 権 額 11,931 24,957 △ 13,025

延 滞 債 権 額 30,619 40,434 △ 9,814

3か月以上延滞債権額 1,345 1,028 316

貸出条件緩和債権額 5,723 7,245 △ 1,521

合 計 49,620 73,665 △ 24,045

1,339,469 1,338,213 1,256

②貸出残高比率 (単位：%)

破 綻 先 債 権 額 0.89 1.86 △ 0.97

延 滞 債 権 額 2.28 3.02 △ 0.74

3か月以上延滞債権額 0.10 0.07 0.03

貸出条件緩和債権額 0.42 0.54 △ 0.12

合 計 3.70 5.50 △ 1.80

①リスク管理債権の残高 (単位：百万円)

破 綻 先 債 権 額 6,454 11,757 △ 5,303

延 滞 債 権 額 27,151 35,080 △ 7,929

3か月以上延滞債権額 1,345 1,028 316

貸出条件緩和債権額 5,723 7,245 △ 1,521

合 計 40,674 55,111 △ 14,437

1,330,522 1,319,659 10,863

②貸出残高比率 (単位：%)

破 綻 先 債 権 額 0.48 0.89 △ 0.41

延 滞 債 権 額 2.04 2.65 △ 0.61

3か月以上延滞債権額 0.10 0.07 0.03

貸出条件緩和債権額 0.43 0.54 △ 0.11

合 計 3.05 4.17 △ 1.12

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合のリスク管理債権は、

増 減

平 成 22 年 3 月 末増 減

平 成 22 年 3 月 末増 減

リ
ス
ク
管
理
債
権

平 成 23 年 3 月 末

貸 出 金 期 末 残 高

平 成 23 年 3 月 末

貸
出
残
高
比
率

平 成 23 年 3 月 末

貸
出
残
高
比
率

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸 出 金 期 末 残 高

平 成 23 年 3 月 末

　　　次のとおりとなります。

平 成 22 年 3 月 末増 減

平 成 22 年 3 月 末
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【連　結】

①リスク管理債権の残高 (単位：百万円)

破 綻 先 債 権 額 11,935 24,958 △ 13,023

延 滞 債 権 額 30,646 40,465 △ 9,819

3か月以上延滞債権額 1,345 1,028 316

貸出条件緩和債権額 5,723 7,245 △ 1,521

合 計 49,650 73,697 △ 24,047

1,339,057 1,337,850 1,207

②貸出残高比率 (単位：%)

破 綻 先 債 権 額 0.89 1.86 △ 0.97

延 滞 債 権 額 2.28 3.02 △ 0.74

3か月以上延滞債権額 0.10 0.07 0.03

貸出条件緩和債権額 0.42 0.54 △ 0.12

合 計 3.70 5.50 △ 1.80

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合のリスク管理債権は、

①リスク管理債権の残高 (単位：百万円)

破 綻 先 債 権 額 6,454 11,757 △ 5,303

延 滞 債 権 額 27,171 35,097 △ 7,925

3か月以上延滞債権額 1,345 1,028 316

貸出条件緩和債権額 5,723 7,245 △ 1,521

合 計 40,694 55,129 △ 14,434

1,330,102 1,319,282 10,820

②貸出残高比率 (単位：%)

破 綻 先 債 権 額 0.48 0.89 △ 0.41

延 滞 債 権 額 2.04 2.66 △ 0.62

3か月以上延滞債権額 0.10 0.07 0.03

貸出条件緩和債権額 0.43 0.54 △ 0.11

合 計 3.05 4.17 △ 1.12

平 成 23 年 3 月 末平 成 22 年 3 月 末増 減

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸 出 金 期 末 残 高

増 減

貸
出
残
高
比
率

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸 出 金 期 末 残 高

平 成 23 年 3 月 末平 成 22 年 3 月 末

増 減

貸
出
残
高
比
率

平 成 23 年 3 月 末平 成 22 年 3 月 末増 減

　　　次のとおりとなります。

平 成 23 年 3 月 末平 成 22 年 3 月 末
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2. 貸倒引当金 

平 成 23 年 3 月 末 平 成 22 年 3 月 末

22,304 35,348

9,987 11,517

12,317 23,831

― ― ―

【連  結】

平 成 23 年 3 月 末 平 成 22 年 3 月 末

22,620 35,842

10,033 11,565

12,586 24,277

― ―特定海外債権引当勘定

特定海外債権引当勘定

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

【単  体】

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

△ 1,532

△ 11,690

△ 13,043

△ 1,529

△ 11,514

増 減

(単位:百万円)

(単位:百万円)

―

増 減

△ 13,222

 
 

3. リスク管理債権に対する保全率 
【単  体】

平 成 23 年 3 月 末 平 成 22 年 3 月 末

49,620 73,665

25,767 37,289

12,455 24,069

25.10% 32.67%

77.03% 83.29%保全率　　　(B+C)/(A)

リスク管理債権　　(A)

担保等保全額　　　(B)

貸倒引当金　　　　(C)

引当率　　　　(C)/(A) △ 7.57%

△ 6.26%

(単位:百万円)

△ 11,613

増 減

△ 24,045

△ 11,521
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4. 業種別リスク管理債権 

平成23年3月末 平成22年3月末 増 減

国内(除く特別国際金融取引勘定) 49,620 73,665 △ 24,045
製 造 業 3,540 3,395 144
農 業 , 林 業 9 9 △ 0
鉱 業 ・ 採 石 業 ・ 砂 利 採 取 業 28 ― 28
建 設 業 2,368 4,010 △ 1,641
情 報 通 信 業 323 787 △ 464
運 輸 業 , 郵 便 業 1,265 1,851 △ 585
卸 売 業 , 小 売 業 3,435 4,832 △ 1,397
金 融 業 , 保 険 業 352 204 148
不 動 産 業 14,400 33,403 △ 19,002
不 動 産 賃 貸 管 理 業 10,305 11,788 △ 1,483
物 品 賃 貸 業 128 17 111
学術研究,専門・技術サービス 553 448 105
宿 泊 業 249 262 △ 12
飲 食 業 1,573 1,176 397
生活関連サービス業，娯楽業 6,697 6,932 △ 235
教 育 , 学 習 支 援 業 39 55 △ 16
医 療 ・ 福 祉 624 291 333
そ の 他 サ ー ビ ス 業 866 1,154 △ 287
そ の 他 2,856 3,044 △ 188

【単　体】 (単位：百万円）
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5. 金融再生法開示債権の状況 
【単　体】 (単位：百万円)

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権 21,502 37,524

危 険 債 権 21,174 27,998

要 管 理 債 権 7,069 8,273

49,746 73,796

1,294,375 1,269,238
要 管 理 債 権 以 外 の
要 注 意 債 権 209,478 200,011

正 常 先 債 権 1,084,897 1,069,226

1,344,122 1,343,035

3.70 5.49

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権 12,497 18,916

危 険 債 権 21,174 27,998

要 管 理 債 権 7,069 8,273

40,741 55,189

1,294,375 1,269,238

1,335,116 1,324,427

3.05 4.16

△ 1,204

　　　次のとおりとなります。     　　　　                 　　            (単位：百万円)

(単位：％)

増 減

1,086

△ 6,419

△ 6,823

△ 1.79

要管理債権以下の割合

平 成 23 年 3 月 末平 成 22 年 3 月 末

△ 14,448

25,136

10,688

△ 1.11

(単位：％)

平 成 22 年 3 月 末平 成 23 年 3 月 末

総 与 信 額

合 計

合 計

要管理債権以下の割合

総 与 信 額

正 常 債 権

正 常 債 権

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の金融再生法開示債権は、

増 減

25,136

9,466

15,670

△ 16,021

△ 6,823

△ 1,204

△ 24,049
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【連　結】

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権 22,049 38,615

危 険 債 権 21,221 28,037

要 管 理 債 権 7,069 8,273

50,339 74,927

1,294,869 1,269,815
要 管 理 債 権 以 外 の
要 注 意 債 権 208,690 199,160

正 常 先 債 権 1,086,179 1,070,654

1,345,209 1,344,743

3.74 5.57

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権 12,848 19,700

危 険 債 権 21,221 28,037

要 管 理 債 権 7,069 8,273

41,138 56,011

1,294,869 1,269,815

1,336,008 1,325,827

3.07 4.22

(単位：％)

(単位：％)

△ 1.83

△ 1.15

正 常 債 権

総 与 信 額

要管理債権以下の割合

10,180

　　　次のとおりとなります。     　　　　                 　　            (単位：百万円)

△ 16,566

△ 6,815

9,529

15,524

25,054

466

△ 1,204

△ 24,587

25,054

増 減

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の金融再生法開示債権は、

合 計

平 成 23 年 3 月 末

△ 6,815

△ 1,204

△ 14,873

△ 6,852

平 成 22 年 3 月 末

合 計

正 常 債 権

総 与 信 額

要管理債権以下の割合

平 成 23 年 3 月 末平 成 22 年 3 月 末

(単位：百万円)

増 減

 
 
 

6. 金融再生法開示債権に対する保全率 
【単  体】

平 成 23 年 3 月 末 平 成 22 年 3 月 末

49,746 73,796

25,839 37,362

12,556 24,177

77.18% 83.39%

(単位:百万円)

△ 11,620

増 減

△ 24,049

△ 11,523

△ 6.21%保全率　　　(B+C)/(A)

金融再生法開示債権(A)

担保等保全額　　　(B)

貸倒引当金　　　　(C)
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7. 自己査定と 2つの開示基準の比較 
【単 体】                                    (単位：億円）       

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

12
（△0）

50
（△50）

1
（△2）

55
（△77）

破綻先債権
119

18
（2）

33
（△12）

7
（△1）

34
（△18）

20
（1）

86
（△49）

104
（△20）

危険債権
貸出金　　211
貸出金以外　0

107 22 61.55%

3か月以上延滞債権
13

貸出条件緩和債権
57

要管理先以外
の要注意先
2,085
（91）

758
（21）

1,327
（69）

小計
497

小計
258

小計
125 77.18% 合計

496

10,848
(156)

正常債権
12,943

非分類
11,669
(185)

Ⅱ分類
1,568
(△54)

Ⅲ分類
113

（△24）

Ⅳ分類
90

（△96）

合計
13,441

保全率
分類

担保等保全額
金融再生法に
基づく開示債権

貸倒引当金自己査定における
債務者区分 リスク管理債権

延滞債権
306

正常先
10,848
（156）

要注意先
2,165
（82）

100.00%

54.59%10
（3）

69
(△12)

35

破産更生債権およ
びこれらに準ずる

債権
貸出金　　213
貸出金以外　1

合計
13,441
(10)

破綻先
120

(△130)

実質破綻先
95

（△30）

破綻懸念先
211

（△68）

要管理先
79

（△8）

115 99

3要管理債権
70

※( )内は 22 年 3 月末との増減額を表示しております。 
 
【自己査定】

【債務者区分】
正常先
　業績良好で財務内容にも特段の問題がないと認められる先。
要注意先
　今後の管理に注意を要する先。
破綻懸念先
　今後、経営破綻に陥る可能性が高いと認められる先。
実質破綻先

破綻先
　法的・形式的に経営破綻の事実が発生している先。

　法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、実質的に経営破綻に陥っている先。

保有する資産を個別に検討して、回収の危険性や価値の毀損の危険性の度合いによって、その安全性・確実
性を判定するものです。
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8. 業種別貸出状況等 

(単位：百万円)

平成 23年 3月末 平成 22年 3月末

1,339,469 1,338,213

製 造 業 102,616 106,490

農 業 , 林 業 771 1,444

漁 業

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 182 187

建 設 業 77,804 79,258

電気・ガス・熱供給・水道業 42 3

情 報 通 信 業 25,849 23,314

運 輸 業 , 郵 便 業 28,568 29,642

卸 売 業 , 小 売 業 142,601 147,652

金 融 業 , 保 険 業 62,740 57,090

不 動 産 業 84,348 117,100

不 動 産 賃 貸 管 理 業 306,196 253,174

物 品 賃 貸 業 26,733 34,217

学術研究,専門・技術サービス 19,720 19,882

宿 泊 業 11,941 9,795

飲 食 業 21,268 22,501

生活関連サービス業 ,娯楽業 38,978 36,280

教 育 , 学 習 支 援 業 5,186 4,464

医 療 ・ 福 祉 26,718 24,757

そ の 他 サ ー ビ ス 業 25,886 24,907

地 方 公 共 団 体 22,187 16,973

そ の 他 309,123 329,074

― ―

政 府 等 ― ―

金 融 機 関 ― ―

商 工 業 ― ―

そ の 他 ― ―

1,339,469 1,338,213

△ 19,950

―

―

―

―

1,256

―

53,021

△ 7,483

△ 162

5,213

1,961

978

2,146

△ 1,232

2,698

721

△ 1,074

△ 5,050

5,649

△ 32,751

増 減

1,256

△ 3,873

△ 672

【単　体】
①業種別貸出金

合 計

特 別 国 際 金 融 取 引 勘 定 分

国内(除く特別国際金融取引勘定)

― ― ―

△ 4

△ 1,453

39

2,534
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(単位：百万円)

平成 23年 3月末 平成 22年 3月末 増 減

住宅ローン 285,692 299,686

その他ローン 15,602 17,440

合　　計 301,295 317,126

②消費者ローン残高

△ 13,993

△ 1,837

△ 15,831

【単　体】

 
 

(単位：百万円)

平成 23年 3月末 平成 22年 3月末 増 減

中小企業等貸出金残高(A) 1,195,121 1,208,050

総貸出金残高(B) 1,339,469 1,338,213

中小企業等貸出金比率(A)/(B) 89.22% 90.27%

中小企業等貸出先件数(C) 47,325件 48,931件 △ 1,606件

総貸出先件数(D) 47,630件 49,200件 　  △ 1,570件

中小企業等貸出先件数比率(C)/(D) 99.35% 99.45%

中小企業貸出金残高(E) 888,583 881,639

中小企業貸出金比率(E)/(B) 66.33% 65.88%

6,944

△ 1.05%

△ 0.10%

③中小企業等に対する貸出金

△ 12,929

1,256

0.45%

【単　体】

 
 

9. 預金、貸出金の残高 
①預金、貸出金の期末残高・平均残高

平 成 23 年 3 月 末 平 成 22 年 3 月 末 増 減

(末残) 1,677,117 1,632,136 44,981

(平残) 1,600,399 1,584,913 15,485

(末残) ― ― ―

(平残) ― ― ―

(末残) 1,339,469 1,338,213 1,256

(平残) 1,309,113 1,343,038 △ 33,925

②預金者別預金期末残高

平 成 23 年 3 月 末 平 成 22 年 3 月 末 増 減

447,283 431,438 15,844

1,153,418 1,151,325 2,093

59,872 30,854 29,018

16,542 18,518 △ 1,975

1,677,117 1,632,136 44,981

(単位：百万円)

(単位：百万円)

【単　体】

【単　体】

預      金

譲渡性預金

貸  出  金

合　　　　計

法　　　　人

個　　　　人

公　　　　金

金　　　　融
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Ⅲ. その他 
 

1. 役務取引等収益 

平成23年 3月期 平成22年 3月期 増 減

2,983 2,943 39

7.48% 7.04% 0.44%

(単位:百万円)【単　体】

役 務 取 引 等 収 益

経 常 収 益 比  
 
2. 外国為替 

(単位:百万ドル)

平成 23年 3月期 平成22年 3月期 増 減

856 798 58

(単位:百万円)

107 82 24

【単　体】

外 国 為 替 売 買 益

外 国 為 替 取 扱 高

 
 
3. 預り資産の残高 

平成23年3月末 平成22年3月末 増 減

38,908 42,368 △ 3,459

39,697 28,945 10,751

22,126 19,475 2,651

13,308 5,228 8,079

66 ― 66

4,195 4,241 △ 46

6,284 7,208 △ 924

5,407 6,207 △ 800

学 資 保 険

積 立 傷 害 保 険

(単位：百万円）

個 人 向 け 国 債

【単　体】

一 時 払 終 身 保 険

国 債

投 資 信 託

保 険 商 品

個 人 年 金 保 険

 
 
4. 人員の推移 

平成23年3月期 平成22年3月期 増 減

14人 14人 ―

1,406人 1,401人 5人

役 員 数

従 業 員 数

【単　体】

 
(注)従業員数には、出向者を含み、臨時雇員および嘱託を含んでおりません。 




